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京都大学の諸富と申します．本日は，都市
のコンパクト化について経済的視点からお話
をさせて頂きたいと思います．まずは前提と
して，人口減少が今後どう進み，その都市へ
のインパクトはどうなるのかからお話ししま
しょう．国立社会保障・人口問題研究所の推
計では 2020 年代は，いま申し上げましたよ
うに，20万から30万人ぐらいの減少．それが，
2030 年前後から 40 万を超えてきまして，
50，60，70，80，90 万人ぐらいまで，むしろ，
拡大していきます．そして，2050 年前後ぐ
らいまでに，かなり急激な人口減少の時期に
入ってきます．そうしますと，政令指定都市
が毎年一つずつ消えていくようなスピードの
人口減少になっていくということです．特に
30 年以降ですね．
同時に社会資本の老朽化が進みますので，
そういう意味では，一挙に都市を巡る環境，
長期的な環境というのは厳しいものになって
いくということになります．同時に，それが
財政に与える影響ということで，鎌倉市がた
またま，そういうシミュレーションをやった
いたわけなんですけれども，やはり，財政支
出は主として社会保障が影響して，歳出は右
肩上がり．それから人口減少が影響しまして
住民税の方が減少していきますので，歳入は
右肩下がりになります．

ただ，鎌倉の場合は，たまたま地価がそん
なに下がらない，ほぼイコールであるという
想定が置かれておりまして，これは鎌倉市だ
からそういう想定が置けるのかもしれません
が，なかなか地価がずっと一定であるという
想定は他のところでは難しいのかなと思いま
す．そういう意味では，歳入と歳出の差はも
っと拡大していく可能性があります．しかし
ここには，実は社会資本の更新投資費用は入
っていませんので，もっと拡大する可能性が
高くなります．こういった傾向が進んでいき
ますと，一人当たりの行政経費が，人口密度
が減ると増大するのです．
そんな中で，人口減少下の都市経営をどう
するかという問題が出てくるかと思います．
地域経済の規模は縮小し，税収規模は縮小す
ると．ただ，一方で社会福祉とかインフラ更
新は増加する中で，地域の公共交通機関の維
持はどうするのかという問題が深刻になって
いきます．
全体として，コストを抑えて収益をどう上
げるのかという問題です．収益はもちろん，
税収が大事なんですけども，税収が，地価が
全般として低下基調にあること，一部インバ
ウンド等で大都市の中心部は上がってるわけ
ですけれども，多くの地域では人口減少で下
がっていく中で，どうやって財源を確保する
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かということですね．
その中で，解決法の残る方向として，コン
パクト化だとか，それから，われわれの研究
で言いますと，エネルギー事業といったもの
を通じて，ある程度，地域が稼ぐ力を付けて
いくというようなことが考えられるのではな
いかと思います．
あと，スポンジ化ということが，よく言わ
れるようになっております．それから，縮退
都市という概念ですね．“shrinking city” と
いう言葉も，非常に多くの先生方が本で書か
れたりしています．
他方，日本の都市は「拡散都市」とでも呼
べる状況になっています．松江市の事例なん
ですけれども，人口減少が進みながら，都市
の外延はどんどん拡大してきているというこ
とが依然として進行中であるというケースで
す．宮崎市の例では，平面市街地の面積の，
なんと 13.3％がすでに駐車場等および空き地
になっている．しかも，一見建物が建ってい
るビルとか，住宅が建っているように見える
場所でも，中はがらんどうになっている可能
性があります．もう，使われていないという
ことでいきますと，実態はもっと空いている
のではないかと．これは，まさに「スポンジ
化」でございます．
なぜコンパクト化かというときに，私ども
はコンパクト化至上主義ではないんですけれ
ども，なぜ一定程度の集積が必要なのかとい
う説明を，経済的な観点からすると，生産性
という概念が必要になります．これは，労働
者一人がどれだけの付加価値を生み出せるか
という概念なんですけれども，これが，集積
が高いと高い．こういう効果を「密度の経済」
と呼ぶんです．

実際にもっとも生産性が高いのは，やはり
東京都で，以下，密度の高い順番に並んでい
るわけですけれども，同時にそれがその地域
の生産性の高さと，ちょうど比例関係にあり
ます．しかも，それは製造業よりもサービス
業の方が，なお生産性の地域間拡差格差は大
きい．
なぜ，こういうことになるのかということ
なんですが，密度の経済というのは，やはり
一定程度，狭い地域に企業と人が集積してい
ることによって，さまざまな交流が生まれて，
アイデアの交換が生まれて，ビジネスでの協
力の可能性が生まれるというようなことが起
きる，都市の活力ですね．それが，分散して
いる場合よりは，一定の地域に集住する都市
というものが，ちゃんと成立しているという
ことが非常に重要だということなんですね．
ただ，コンパクト化が望ましいのかという
と，じゃあ，一斉に中心部へ向けて強制的に
移住しないといけないのか，ある日，突然，
公共サービスが打ち切りになるのかという心
配が当然，出てきますし，私たちが住む権利
はどうなるのかということは，郊外の方々は，
当然，思うわけです．
それから，では縮退とか shrinkingといっ
た場合に，自然に縮退していくのを選ぶのか，
あるいは積極的，計画的に縮退していくのが
いいのか．そして，全体で規模縮小していく
中で，都市経営といったものが成り立つのだ
ろうかというような，さまざまな疑問が生ま
れてきています．
そういう課題を乗り越えて一つの方向性
を，都市として，地域として生み出すために，
どうやって合意形成していくのか．自治は，
そういうときにガバナンスが効いてうまく意
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思決定できるのかというような，いっぱい疑
問が出てまいります．
滋賀県の湖南市というところがございま
す，GRP（地域粗付加価値）の 8.3％．だい
たい，どの町でも同じぐらいのようですが，
1割未満がなんとエネルギー支出で域外に流
出をしてるわけですね．
いったい何を言おうとしているかという
と，地域経済循環というものを促していくこ
とが，実は，地域で稼ぐということをやって
いくための方策だということであります．域
外企業に頼らず，地元の企業が例えば再生可
能エネルギーを用いた事業を興して軌道に乗
せた場合，地元に落ちる地域付加価値は，域
外企業に頼る場合よりも高くなります．
そういう意味で，実は地域経済循環を促し
ながら，地元にお金を落としていく仕組みづ
くりというのが必要ではないかという問題提
起をさせていただきました．
今後のまちづくりへの可能性に関しては，

「日本版シュタットベルケ」というふうに呼

ばれておりまして，ドイツにあるシュタット
ベルケと呼ばれる公益事業体を日本的に改善
しながら生かしていこうという試みがありま
す．
そういった可能性を巡っては，将来，冒頭
でお話ししました，公共だけではなくて，民
間事業をやられる方も，実はインフラの更新
というのは重要な共通課題になってきており
まして，将来的にエネルギーが分散型に向か
っていくということを含めて，エネルギーや
情報通信，それから地域の上下水道，公共交
通といったインフラの維持管理，更新といっ
たものをコンパクト化と併せて官民が協力し
て地元が担う体制をつくり，同時にそれを地
域事業化しつつ，総合的に地域の将来像を描
いていく必要があるのではないかと思いま
す．
その中で都市経営というのは，こうあるべ
きなのではないかということを，このシンポ
で，ぜひ，議論させていただきたいです．


